
建設 プロ・ジ土ク ト・メイキン.グを目指 した

総合力の発揮と.付加価.値創造のため.の.し.ぐみ

三 木 .佳 光 ・

           VSOP System 

Virtual & Strategical Organization for Project-Making 

          in the Fle ,ld of Construction 

            Yoshimitsu MIKI

Abstract 

  This paper illustrates the possibility of a business-model concerning General 

Construetor's employee-collaboration in Project-Making (PM). Never has the idea of 

collaboration processes been more important for General Constructors than it is today. 

Now, theirs new knowledge-company is in question concerning the field of PM. 

That's why the model(VSOP) turns out to be a powerful management system for 

General Constructors which is struggling to make the transition from a production-based 

company to a knowledge-based company, in which the creation of value increasingly 

depends on collaboration such as the producer's capability in the cinema world . Not 

only should this model change employee's personal experiences, knowledge and skills 

of PM into the organizational intelligence and knowledge, but also this . model 

profoundly influences attitudes and behaviors criticalto high performance, provided 

that it works. 

 This model serves three functions.,The first function provides the inquires of 

customers on the market-with a quick response to the created added-value service,in 

case, any of the daily-work of PM happened to be done,wrong. The second function 

provides the individual project-needs with a response of the organizational intelligence 

and knowledge based on personal experiences concerning PM almost the same service 

as the first function. The third function offers a strategic management in order to 

create new projects concerning sales promotion, particularly large-scale significant 

projects. 

 Finally the author describes the possibility of acquiring some other performances by
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adapting this model to the General Constructor's management field.

☆ はじめに一プロジェクト対応の管理部門組織の必要性一

プ ロジェク トマネ ジメ ソ トは プロジ ェク トの企 画か ら完了 まで の連続 した ア クシ ョソが問題 な

く遂行 で きる手法 であ るが、現状 の多 くの総合建設 会社 のプ ロジ ェク ト組 織活動 を評価 す ると、

ビジネ スチャソスを活 かす機能 が弱 い もの と判断 され る。特 に社 内外 の人材
、情報 や ノ ウハ ウ等

の総合 的な活用や全社 共有 の組織学 習 がな されて いない ことが浮 きぼ りに され た。 それ は
、複 数

の プ ロジェク トを同時進 行 して い る状洗 で、企業 の限 られ た経 営資源 を共有 して活用 して い る場

合 に、 単一 プロジ ェク トの活動 が他 の プ ロジェ ク トに影響 を与 え ることへの調 整 への意思決定 が

円滑 にな され ないとい うことであ る。例 えば、Aプ ロジ ェク トの工期 を厳 守す るため に、 なんの

問題 もなか ったBプ ロジ ェク トの工期 が守 れない事態 の生起 をな くナ経営資源 の無理 な投入 とい っ

た、全社 レベ々の全て のプ ロジェ ク トを調 整 す るプ ロジェク トマネ ジメソ トプ ロセ スが整備 され

ていな い、 とい うことであ る。情報化 時代 ・創造 化時代 におい ては、管理部門 での機能 中心型組

織(Functiona10rganization)(01)や 日本的 な勘 と経 験、慣例 主義 、前 例 に頼 る方法 で は市場 環

境 の多様化や その変化の ス ピー ド等 の社会 価値観 に対応 で きな いとい う問題 を抱 えて い るのが実

態で あ った。

ダベ ソポー ト(T.H.Dabenpo貢)は"Processhovation'(1992)を 著 し、ハマー(M .Ha㎜er)

と チ ャピー(J.Champy)と と もに リエソ ジニ ャ リソ グ(Reeng1neering)を 提 唱 した
。既存 の

ボ トムア ップ型 の改善 ・改革で は まった く新 しい方法 を産み 出だせ ないとい うことで、大飛躍 を

実現す るための情報技術 の創造 的活 用 をはかることをBPR(BusinessProcessReengineering)(02)

と呼 び、 これを新 しいプ ロジェ ク トマ ネジ メソ トの コソセ プ トとす る新 しい展 開が米 国産 業界 で

み られ た。 この リエ ソ ジ ニ ャ リソ グ ・ブ ー ム は"人 を忘 れ た 騒 ぎ(Thefadthatforgot

people)齢 に す ぎなか った。 情 報技術 が有 用 なのは、人 間が よ り優れ た状態 で働 くことを支援 す

ると きだ けであ るの に、 リエ ソジニヤ リソグによ る人員 劇減は、仕事 のや り方 を熟知 してい るベ

テラ ソがい な くな り、人 に体化 され た形 で組織 に蓄積 されていた知識 まで も失 ない、企業健 忘症

(corporateamnesia)、 い わゆ る企業痴呆症(corporateAlzheimer)を 招 き、組織 に本来備 わ っ

てい たはずの知識 を生 み出す能 力を低減 させて しま った[THEEconomist1996:57-58]
。

総 合建設会社 の中 には、組織 のス リム化 として、人員削減 を積極 的に進 め るとともに コンピュ_

ター人 一台 を前提 に して 、企業 内LANや イ ソ ター ネ ッ ト、Eメ ー ルの普及 に努 めた
。NTTが 階

層型組織参中に"VYC(VirtualYoungCompany)(03)と い うネラトワーク型の仮想組織に類似

した電子通信ネ ットワークを設けていたが、これらを発展させ、グループウエアを利用 した、管

理部門におけるプロジェク ト中心型組織(ProjectbasedOrganization)(04)へ の対応の しくみ

づくりが課題であった・プロジェク ト対応業務の生産性が向上 しない 「生産性のパラ ドックス」

カ1生じていたのである。富士通の"SolutionNET"(05)や アソダーセソコソサルテソグの"KX"

(06)のような企業文化が鰍 されなカ・
ったのである.そ れ蹂 離 で翫 力があ り譏 能的磯

動力を有 し、フラッ トで起業家精神をもった組織体系、すなわち有機的に結びついたネットワー

ク型組織づ くりへの努力の欠如であった。

プロジェク トマネジメソ トは情報の収集 と分析 ・活用がベースであり、問題解決に役立つ情報

をいかに正確かつタイム リーに集め られるかが要であるので、 このネ ットワーク型組織体系には、
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情報 を判 断 し、重要情 報の活用 に よ り知織 ・知恵 の発見並 びにそれ らの共 有 によ る、付加価 値創

造のための情報 ネ ットワー クの構築 が必要 不可欠 となる。その情報 ネ ッ トワー クとそのネ ッ トワー

クを駆 使 した戦 略 的 か つ創造 的 な プ ロジ ェ ク トメイ キ ソ グの し くみ 、,それ が 本稿 で提 案 す る

「VSOPシ ステ ム(Virtual&StrategicalOrganizationforProject-Making)」 で あ る。

(備考)本 稿は、筆者が参画した総合建設会社の研究会における課題研究の討議内容を基調にして起稿、 『記録

管理学会誌(Sep.2000)』 に投稿 した 「知識 ・情報の共有化しくみの一考察」の論文の一部を、建設

プロジェクトメイキソグの視点から、その実効性について評価 ・確認(事 例を記入)し て収録、新たに

プロジェクト・マネジメソトの検討事項を紙面の許す範囲で加筆したものである。

1限 界に来た建設業のローカル ・スタンダー ド

1997年 は日本の建設業界 にとって歴史的な大転換の年であった。(07)建設業界はこれまで景気

後退の波に対する遅効性及び景気対策 としての公共投資の先行実施により、他産業にくらべ景気

の波を受けに くい構造ができあがっていた。バブル崩壊後 も日本経済が全体的に停滞す る中で、

内需拡大、景気浮揚策と して続けられてきた公共投資が、建設業界を下支えした。他の産業がリ

ス トラなどで必死 に経営を変えようとしていた時にも、む しろ建設産業の就業人 口は10%あ まり

も増加 し、他産業から生 じた失業者 に対するバ ッファーの役割(08)を果た してきた。 この間、大

手ゼネコソは曲が りなりにも、バブル期に発生 した不良債権を含む有利子負債の一部を償却 して

きたが、そのほかの大部分の中小ゼネコソは、建設業界でも顕著になった不況に伴 う価格破壊の

ため、本業の利益で有利子負債の償却を進めることができなかった。 このような状況下でも、ゼ

ネ コソの経営破綻がこれまで表面化 しなかった。(09)

しかし、頼みとする公共投資も国家及 び地方の赤字財政が危機的な状態に陥 ったために、財政

改革の中心的な実施項 目として、戦後初めて大幅な削減を迫られることになった。一方、銀行な

どの金融機関も一部の都市銀行や地方銀行は、自らの経営状態の悪化から合併や極端な場合は破

綻する状況にあ り、ゼネコソに対す る経営支援が出来な くなってきた。その結果、大手と地場の

建設業者のサソ ドイッチたなった中堅のゼネコソを中心に倒産 したり、銀行の管理下で再建を 目

指すケースが激増 してきている。翻 って、なぜこのような壊滅的な破局状態に建設業界が陥って

きたかを考えると、右肩上が りの成長経済の中で過去は過去でそれなりに状況に応 じて適切な対

応をして成功 してきた体験が、現在の激変に対 して通用せず、む しろ逆に足椥 となっている点 と、

日本の建設業に特有な状態、つまり建設産業全体 がローカル ・スタソダー ドで これまで動いてき

たためと思われる。(10)

日本経済のグローバル化は製造業の海外進出、金融のボーダー レス化が端緒であるが、建設産

業は戦後賠償やODAに よる建設工事に始 まり、海外へ進出する日本企業への建設 サービスとい

う、ある意味で消極的なグローバル化が中心 となっていた。 しかし、現在では、日本国内への海

外企業の進出や国際金融市場か らの直接資金調達、海外資材の調達などにより、企業活動そのも

のが本質的なグローバル化を迫 られている。その結果 として、建設各社がいかにグローバル ・ス

タソダー ドに基づいた経営を しているかを、顧客が評価することに合理性を見いだす ことが出来

るようになってきている(11)。

建設業の特質としては、建設物は工業製品のように自由に動かす ことの出来ない土着の一品生

産であ り、その国に特有の風土 ・文化の影響を強 く受ける。一方で、ゼネ コソ大手企業の経営基
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盤 となる国内市場の顧客は、大多数が 日本におけるそれぞれの産業の リーディソグカソパニー と

いえる一流企業であ り、 グローバルな市場における厳 しい競争の中で、 これら顧客の意識は 日本

に特有のものから、急速にグローバル ・スタソダー ド化 した経営に変わ りつつある。 このような

傾向は、単に私企業に留まらず、建設各社の顧客である官公庁や電力などの公益企業にも急速に

広が.りを見せは じめている。 こうした顧客のニーズに応え、信頼を得ていくためにも、ゼネ コソ

大手企業自身がグローバル ・スタソダー ドに基づいた経営 と併せ、足元を重視 した ローカル ・オ

ペレーショソを目指 していかなくてはならない。 さらに将来(5年 後)を 考えれば、海外企業との

競争や顧客ニーズを通 じて、真の意味で名実ともにグローバル ・スタソダー ド化を進めた段階で、

市場そのものをボーダーレス化で き、海外の比率を飛躍的に拡大 してい くことが現実的になって

いくと思われ る。

2エ ンター プ ライ ズ ・プ ロジ ェ ク トマネジメン トの時代

建設産 業 の グロー バル ・スタソ ダー ドは欧米 において もまだ確立 されて お らず、海外 の既成 の

や り方 をそ のま ま取 り入 れ ることはで きないが、建設 業 は、 プ ロジェク トベー スで構 築物 を建設

す る業 界で あ るところに、新 しい経 営概念 の理解 の根拠 を置 くことがで き る。 これ まで以上 にプ

ロジェク トの視 点を強 く認識 す る ことで、 これ まで と違 った企業競争 力 の創 出を実現 す ることが

可能 に なるといいたい。 グロー バル ・ス タソダー ドと して、 プ ロジェクマネ ジメソ トを実 行 して

い くことは世界 各国の顧客 を営業対 象 とす るため、常 に グロー バルな顧客 を意識 した行動 が要求

され る。 プ ロジェク トマネ ジメ ソ トを企業 レベルで実 践す ることは、企業 の グロー バル化 を向上

させ、企業 の国際競争力強化 に繋 が る活動 であ るとい える。

品質 の側 面か らフ.ロジ ェク トマ ネ ジメ ソ トのあ り方 を定義 づ けた国際標 準:IS()10006「 プ ロ

ジ ェク ト管理 に おけ る品質 の指針」(QualltyManagement-GuidelihestoqualityinProject

Management)が1997年12月 に発 行 され た(12)。 こ の国際 標準 の出現 に よ って、 欧米 に おいて、
"す べての企業活 動の ベースは プ ロジェ ク トであ る"と い う新 しい企 業の マネ ジメソ トのあ りか

た が追求 され る ことに なった(13)。

現 在 の世界 的 な プ ロジェ ク トマ ネ ジメ ソ ト標 準体 系 であ るPMBOK(ProjectManagement

Institute)は 、 「プ ロジェ ク トとは、独 自の成果物 または サー ビスを創 出す るための有期的活 動で

あ る」 と定義 して い る(14)。 芝 尾芳 昭 は 「プロジ ェク トとは 目的 達成 に向 けての問題解 決 の活動

で あ る」 とフ.ロジ ェク ト活 動 の原 点 を捉 えた定義 を与 え、「プ ロジェ ク トは問題 解決 の プ ロセ ス

そ の もの であ り、 プ ロジ ェク トが開始 した時点 では"プ ロジ ェ ク ト=問 題 の 山"と み ることで き

る。 プ ロジェ ク トではそれ らの問題 を一つ一 つ解決 して、最 終的 な 目的 にた どり着 かなければな

らないが、通常 その解決手順 は無数 に存在 して い る。 また、その活動 にはい くつかの制限 が設 け

られ てお り、そ の制 限下で最適 な答 えを導 き出 さなけれ ばな らない」 と述 べてい る[芝 尾,1999:

3]。
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3総 合力発揮と付加価値創造のためのしくみ

1)VSOPの しくみの狙いと概 要

ゼネコソ大手企業においては、社業の多角化ではな く、拡建設、建設深耕を当面の業務分野 と

し、個別のニー ズ、課題、プロジェク ト及び発信テーマ(R&D、 商品企画、広報等)に 関 し、社

内外の人材、ノウハウの総合的活用 と生きた情報の活用等、企業内における"情 報のコラボレー

ショソ"(15)を 醸成 して真のマーケテ ィソグ活動を展開させ、「即応性の高い柔軟 な付加価値創

造による造注(ビ ジネス創造をターゲッ ト)」 厂顧客ニーズに合った質の高いいサービスをジャ

ス トイソタイムで提供」「情報を得たプロジェク トについては差別化をはかり確実に受注」する

ことが目標である。

情報ネッ トワークを構築することにより、 たえまない環境(市 場)変 化の動 きに対 して、社員だ

れもがその役割に応 じた即応性の高い付加価値創造(プ ロジェク ト・メイキソグ)を 可能 とす る

のが、この"し くみ"で ある。

これまでに整備 ・利用 してきた社内のローカルエ リアネ ットワー ク(LAN)ま たワイ ドエ リ

アネットワー ク(WAN)の 既存のネ ットワークコソピューチソグの設備をそのまま流用するこ

とが得策で,イ ソ トラネット技術とプロ トコルを採用す るプライベー ト(特 定企業)な ネットワー

クがこのしくみで,外 部からのアクセスは当該企業が許可 したもののみが可能 となる。イソ トラ

ネ ットはLANま たは他のネ ットワーク上でも動作する。これは、異なる種類のネ ットワー クが

同時に存在 しうるという意味である。勿論、専用の画線によるダイレクト接続またはイソターネッ

トを介 し、信頼できる外部パー トナーや顧客 にまでアクセスを拡大すれば、いわゆるエクス トッ

ラネ ットを構築す ることも可能である。

この情報ネ ットワークは 「人脈ネッ トワー ク」 と 「通信ネットワーク」から構成され、多主体

の"ポ リエージェソトシステム(複 雑多主体 システム)"〔 高木,1995〕 である。ネッ トワークは

社内外の多 くの人 との知識の連鎖 ・異種交配 を通 じて新 しいプロジェク トに向けた 「知」を増殖

するための"全 社的情報のジャソクショゾ ともいうべきターミナルを中核 として形成 される。

ター ミナルは既存の各種のネ ットワークやデータベースとも接続 されている。 ター ミナルにアク

セスす ることによ り必要な事項の依頼、必要な人材、情報、 ノウハウの検索が即時に可能 とな り、

社員からの新たな情報を掲示、ス トックす ることも可能である。、ター ミナル(図A)は 情報、人

材、知識、 ノウハウ等のダイナミックな一大市場である。必要な時、必要に応 じ最適め要素を創

造的に組み合せ、顧客への提

供を可能とする。ネッ トワー

クで仮想のプロジェク トチー

ムを創 りあげることができる。

一方、業務活動の反省結果を

含む組織学習と、真のマーケ

ティソグ活動の展開 も支援す

る。ターミナルにおける情報

及び情報の流れを見 ることに

より、新たな市場環境の把握
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や早急にプロジェクト化す:べきテ「マ⑳発早も容易となる。
,戦略的又は特定のプロジェクトにつ

いてはター ミナルを利用 してプロジェグ トの評価から戦略策定、推進方法に至るまで、組織学習

の成果をふ まえた客観的情報によって、それ らを構築す ることが可能 となる。 この"し くみ"の

中核をなすター ミナルの運営には専門のオフィスが必要とな り、ネ ットワークあ構築 と啓蒙、維

持 ・管理 ・更新の役割 りの他、経営 トップの戦略策定支援機能 もあわせ持つ。営業、 コソペ、R

&D、 広報活動等の方針案の策定支援丶そ して戦略プロジェク トを抽出 ・評価 し、プロジェク ト

活動の支i援とともにその効果をも測定 しなければならない。 これによってより効果的 な資源の投

入の組織学習が可能 となる。

2)VSOPし くみ活用の フィール ド

"し くみ"の 概要は以上述べたとお りであるが
、各種 ニーズへの対応や戦略テーマの策定にお

いて、 この"し くみ"が いかに総合的に活用 されるかの フィール ドを描いてみたい。

従来、ともすれば特定 ・重要プロジェク トについてのみ、全社横断的に収 り組まれてきたが、

この"し くみ"は 、日常の市場からの問い合わせから通常プロジェク トさらには重要戦略プロジェ

ク トまでをカバーす ることができる。又、真のマーケテ ィソグ活動の展開により、技術開発戦略

や広報戦略策定においてもその支援機能を十分に果た し得る。 しくみが効果的に機能 していくた

めの条件の第一は、組織経営の トップあるいは、部署幹部からの具体的指示待ちや、組織上層部

の評価のみが満足価値 としていた風潮の打破である。

第二に、技術分野に多く見受けられる自身への こだわ り等、組織の有機的共有価値をともすれ

ば見忘れがちだった社員気質の打破である。組織横断的に社員がお互いに肋け合 うことが このフ

ラットな:ネットワーク型組織では必要かつ重度な条件であり～組織活動における互助を助長 し支

援する装置 として、 この"し くみ"が 機能する。

情報やノウハウは"し くみ"

の中から発見 され るが、その

源泉は個人(属 人)で あ り、こ

れを加工 ・組み立てるの も属

人であ り、最終的な顧客対応

も属人の能力に負 うことが極

めて大で ある。 この意味 で
"し くみ汐は個人の感性 と創

造力を支援 し、また喚起す る

ものである(図B)◎ 無論 こ

れらの個人(属 人)に おいて も

マーケティソグ意識の高揚 と

スキルの向上を図ることが必

要であるのはい うまで もない。

一40



●システムの活用(ケ ース1):日 常的な問い合せに対する付加価値即応サー ビス

(図Cの 数字 と以下の説 明項 目の数字は対応)

①顧客又は市場 からの問い合わせの確認

事例:施 主 より現場所長に防災に関する新たな機能付加の可否について問い合わせ

②"し くみ"を利用 し"くタ「 ミナルにアクセス

③既存のデータ・く一スとネットワークの存在が検索で き、そこに直接協力依頼、一方、問い合

わせ掲示を見た個人 も又、自身の経験に基づいたア ドバイスや事例の紹介

事例:固 有技術やパ ッケージ商品化の可能性の紹介

④上記③による情報と協力を得て、問い合わせに関する付加価値を創造

事例:ハ ー ド・ソフ トを含めた比較評価つ きメニューの作成

⑤ ジャス トイソタイムに顧客に最適な返答又はプロポーザルを行い、ビジネスの創造

⑥上記⑤の成果並びに教訓をター ミナルに報告するとともに協力 した部署、個人名も掲載

⑦オフィスでは情報の流れをたえずウォッチソグし、ニー・ズの傾向と活動の状況を把握、機を

見て重点テーマ(営業、R/D、 広報等)を 提案 し、プロジェク ト化(関 係既存部署での対応 も

同様)

事例:類 似ニー ズの発見

・レパー トリー別、性能評価つき防災メニューの提案ツールづ くり
・総合防災システム技術のソフ トパッケージ化等のテーマ提案 と推進

●システムの活用(ケ ース2):個 別プロジ ェク トニーズに対する付加価値創造サービス

(図Dの 数字 と以下の説明項目の数字は対応)

①顧客又は市場からのプロジェクトニーズの確認

事例:提 案競技 ・コソペ等

②従来の専門部署への報告 ・相談に加え、"し くみ"を利用 してター ミナルにアクセス
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③既存のネッ トワークやデ尸タベース、 さらに重要な情報 をもつ個人や貴重な経験 ・ノウハウ

をもつ人材からのア ドバイス(必 要 に応 じオフィスのプロジェク ト・プラソニソグ支援)

事例:審 査側の真のニーズの抽出と有効な対策

④上記③ による情報と協力を得てプロジェク トを評価、戦略案を策定部署長の承認を得てプロ

ジェク トの推進活動

⑤プロジェクト推進活動は、既存専門部署 との共働は無論のこと、たえず ター ミナルにアクセ

ス して最新の情報や留意点のア ドバイスを得、必要に応 じ、人材ネ ットワークで得た個人を

プロジェクトチームに追加(こ の段階で も必要に応 じ、オフィスの支援)

⑥ このようにして創造的に活動 した成果を顧客又は市場に提供

⑦提供の結果 とプロジェクト活動で得た教訓をター ミナルに報告

⑧オフィスでは、プロジェク ト情報 とその傾向を把握す るとともに、プロジェク ト推進状況に

応 じ、経営 トップ方針の確認

事例:早 期における経営判断の失敗等の教訓の客観的 フィー ドバ ック

●システムの活用(ケ ース3):新 たな造注への戦略的対応

一 これは、大規模 ・重要プロジェク トや戦略的営業 ・R&D・ 広報等のテーマ展開に対応す

るものである(図Eの 数字と以下の説 明項 目の数字は対応)一

① ター ミナルに蓄積 された情報や提案の分析結果から、主にオフィスが中心となり、新規テー

マ ・プロジェク ト化案を策定

事例:上 流からのプロジェクの しかけに関 し、支店 と一体 とな り活動

②プロジェク トの評価を行い、基本的な戦略 を策定、この段階から既存専門部署の協力はもと

より、人材ネ ットワークを活用 して最適な人材に協力を依頼(社 外機関 ・社外企業との提携)

事例:新 規社内横断的P/R等 のテーマの策定

事例:提 携先によって勝負が決まる案件への取 り組み

③経営 トップによる判断を得、併せて担当重役の指名

④プロジェク ト推進体制はプロジェク トチームを原則とし、プロジェク トマネージャーも、人

材ネットワークによって選定。ター ミナルを活用 して活動するとともに、既存ネットワーク

及びデータベースの改訂 も提案。必要 に応 じプロジェクト概要の掲示

事例:プ ロジェク トマネジャーの実力により効果が左右 される案件 への取 り組み
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⑤ プbジ ェク ト活動の成果をマーケット又は顧客に提示

⑥その成果 と教訓を経営 トップ以下にフィー ドバ ック

事例:新 たな組織学習素材

以上3つ のシステム活用の事例は、知識資産の共有から出発す るもので、基本的には個人 レベ

ルの知識を組織的に結集 し、その単純合計以上のシナージ効果 としての創造的な付加価値を発揮

させるものである。 これは、「成功事例 ・過去事例の水平展開ネ ットワーク」「専門家ネッ トワー

ク」「顧客 ・企業間ネ ットワーク」に対応(図F)す るものである。

成功事例(過 去事例)の 水平展開ネ ット

ワークは、ケースユに対応す るもので、企

業内の 日常業務の組織学習を通 じた企業内

情報 ・知識の共有 ・移転が狙いで、情報 ・

知識 の水平展開(16)と当 しくみのオフィス

での過去事例の ドキュメソ ト化 とその再活

用が図れる。

専門家ネットワークは、ケース2に 対応

するもので、企業内の専門家を主体とし、
一部外部の専門家 も対象に専門的知識や意

思決定できる人々をネットワー クで結び、特定の課題解決を行 う。知識は属人的で、分散 してい

るのを必要なときに、 リアルタイムにそれ らを集め、個人相互間の集合以上のシナージ効果 とし

ての総合力と付加価値創造を図る。

顧客 ・企業間ネ ットワークは、ケース3に 対応するもので、「既存顧客あるいは新規に獲得 し

た顧客との知識共有は顧客 との強い結びつきを生み出す。例えば、重要顧客であれば提供す る知

識が顧客の業務プロセスに不可欠の ものとなり、顧客の維持、事業の安定につながる。」[野 中・

紺野,1999:71]社 内だけでなく、建設プロジェクトの顧客ならびにプロジェク トに関連する企業

(協力業者等)と の知識の共有を図るものである。

3)タ ー ミナル とオ7イ スの役割

ター ミナルとオフィスの関係を図Gに 示 した。プロジェクトオフィスの機能は、第一に、プロ

ジェク トマネージャに対 してプロジェク トの円滑な遂行を助けるための様々なコソサルタソ ト的

支援機能、第二に、全てのプロジェク トに対 してモニタリソグ活動を展開 し、プロジェク ト遂行

上で問題事項があれば警告 して改善活動に入 る機能が主なものである。これが有効に機能するた

めには、プロジェクトから必要な情報がタイムリーに客観的に収集 ・分析できるしくみが整備 さ

れているかど うかが前提条件で、プロジェク トをどの程度 まで可視化できるかどうかの如何 にか

かっている。

この仕組みの中枢ともい うべ

きター ミナルは、あらゆる情報

が行 き交い、また掲示され、社

員だれもがアクセスすることに
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より情報の提供 と共有化が可能になる。オフィスはこの仕組みの運営 ・管理 とともに、情報及び

その流れを分析することにより、次々と必要 なテーマ提案やプロジェク トを企画することができ

る。当然のことながら、経営 トップ以下役員 ・幹部 も又常にターミナルの情報をウォッチしなが

ら適宜、適切な判断を下さなければならない。

Oタ ー ミナルの役割:創 材の一大市場

ター ミナルには固有技術とその活用事例、プロジェク トとその活用、問い合わせ ・依頼情報、

営業情報、人材情報、市場情報、政策 ・制度情報、一企業情報等が時系列的、目的別に分類 ・ス トッ

クされている。必要なとき、必要に応 じ最適なこれ らの事例 と情報を組み立て、個人又は協力者'

の応援 を得て、その能力と感性により直面する課題解決への付加価値創造が可能となる。 この意

味でターミナルは創造に必要な素材の一大市場 とい うことがで きる。

Oオ フ ィスの役割

オフィスは情報ターミナルとしくみ全体の運営 ・管理 と、マーケティソグ支援及びプロジェク

ト・プラソニング支援の3つ の役割を持つ。"運 営 ・管理 については、 しくみとしてのシステム

づ くりと維持管理、さらにはデータの更新 ・変換を含む利用上のサービス向上が重要となる。具

体的には、ITを 駆使 してター ミナルにアクセスす るメソバーの知識 ・情報の共有化を運営 ・管

理するIT専 門家がオフィスのスタッフとして常駐す る。"マ ーケティソグ支援"は 、 ター ミナ

ルを活用 し、市場の現況及び将来のニーズに対 して、営業、技術開発、広報等の諸活動を適応 さ

せる戦略 としくみ案の策定である。"プ ロジェク ト・プラソニ ソグ支援"は 、 ター ミナルによっ

て発見 された課題やテーマを展開することと、起案 された各プロジェク トに対 して、その評価を

行い、戦略案を策定することである。 これはプロジェク ト・マーケティソグとも言われる。オフィ

スは異質の専門能力と知識 ・情報を持つ社内外の人材や知識 ・情報の相乗組合せ効果(コ ラボレー

シ ョソ)で 新たなプロジェークトの創出を促す新 しいタイプのプロジヱク トマネジャーの活躍の場

である。オフィスの組織は経営 トップ直轄とす ることが望ましい。又、 この しくみの構築は管理

部内人員削減に多大に貢献するものであり、組織の肥大化を阻止 し、組織を軽量化する。

4)プ ロジ ェ ク トプ ラン ニン グ とプ ロジ ェク トマ ネー ジ ャー

新 しい タイプのプロジェク トマネジャーは新 たな発 見 を導 き出す コラボレー ターの役 割 を

担 う(17)。プロジェク ト情報を認識.又 は確認 した時点でプロジェク ト評価の要否を判断 し、必

要 とされたプロジェク トに対 して、各機能面からの機能別評価をター ミナルを活用 して実施する。

各機能 ごとの評価を基 に当該プロジェクトの総合的な評価を行 い、概略の推進試案を作成する。

経営幹部の判断に基づき、当該プロジェク トの最終評価、戦略策定、体制づ くり等を確定する。

後工程への引 き継ぎと必要に応 じ後工程への支援を行 う。"プ ロジェク ト・プラソニソグ"は 機

能別評価、方針作成 ・決定、戦略作成 ・決定、体制整備、 レビュー等である。 これらの うち、

階機能別評価力は立地(市 場性)評 価、市場評価、技術評価、事業性評価、社会性評価等である。
また、 暫戦略策 定"は コソセプ ト ・ター ゲ ッ ト・事 業 シナ リオ等 の基 本戦略 、 プ ロジェ ク ト品質

と技術 、価格(コ ス トとプライス)、 プ ロモー シ ョソとプ レゼ ソテー シ ョソ等 であ る。

この よ うに整理 す る と、 日常的 な顧客 か らの問 い合 わせ か ら、重 要戦略 プ ロジェ ク トに至 るま
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で、その対応については多少の差異はあろうとも上記 プロセスをたどらなければならないことが

明らかである。 この行為の当事者 ・主人公をプロジェク トマネージャーと呼ぶならば、ニー ズを

受けて収集 ・分析 してテーマを決め、それに対応す るまでの全ての行為をプロジェク トプラソニ

ソグと定義することができる。すなわち、現場の所長から営業マソ、役員に至るまでがその時点

のプロジェク トプラソニソグを担当するプロジェクトマネジャーである。それは全社の"プ ロジェ

ク・ト"であ り、全社 を代表する"顔 雰である。 この"顔"と なったプロジェクトマネジャーに対 し

て全社的に判断 して最適な解を提供できるための責任 と権限が委譲 されなければならない。勿論

のこと、 このプロジェク トマネジャーは付加価値創造の感性を常に持 ち合わせなければな らない

ことはいうまで もない。

5)既 存の しくみ との違い

総合建設会社は各部署において、テーマ及びプロジェク ト会議が数多 くもたれ、それな:りの効

果をあげているのは事実である。又、各部署において必要なネットワークの構築やデータベース

の整備 も着実に行われている。 しか し、縦割 り組織 の弊害が徐々に弱 まりつつあるといえども、

他部署からのアクセスや双方向による問題解決ならびに創造活動が適時行われているとはいえな

いのが実情でもある。その打開のため昨今複数の部署にまたがったテーマ会議が必要に応 じて活

発に行われつつあるが、この会議体において も属人的能力による判断 もしくは参加部署の情報や

価値観においてのみ判断されてお り、仮 に、第3の 部署又は外部人材に協力をあおいで も、それ

は一方通行の問題意識 ・課題意識に基づ くもの

であ り》全社の総合的知恵の交換による付加価

値創造とは必ず しもなっていない。

本稿で提案す る"VOSPの しくみ'は 既存 の

これら特化 された専門課題の解決のあ り方を否

定するものではなく、む しろこれらの既存のや

りかたを横断的に活用 し、適時双方向でコミュ

ニケーシ ョソが出来、その相乗効果による付加

価値の向上を図ろうとするものである。 この新

しく導入 されるVSOPの しくみの運営たより、

既存の しくみがより効果的に進化 し、又は深化

することを期待するものである(図H)。

6》 運用と評価

VSOPし くみは既存各部署の協力のもと、既存のネッ トワークやデー タベースとの互換性を考

慮に入れ、社内(場 合によっては社外)の あらゆる地点からのアクセスが可能なものに構築 しなけ

ればならない。 しかしながら、 ソフト・ハー ドを問わず、最近、頻繁に生起 し、ニユースにも報

じられてるハ ッカー(ク ラッカー)に よるコソピュータデータの改ざん ・盗聴、迷惑電子 メール

に代表 されるサイバースペースの特徴(直 接外部からのアクセスの可能性 ・匿名性、時間と距離

のない5次 元世界 ・既存との区別の曖昧さ等)を 十分に配慮 した メソテナソスに至るシステム設
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計から入 らなければならず、それが今後の大 きな課題 として残 る。さらに、専用衛星回線を含む

社内ネットやイソターネッ トの普及、ゼネコソ屈指のスーパーコソピュータの保有等ハー ド基盤

には恵 まれているとはいうものの、 ソフ トの基盤として重要な全社 あげての情報ネ ッ トの活用に

ついては、若年層を除 きいまだ浸透 していないのも課題である。

本稿提案の"し くみ"の 目的のほか、次項で述べる波及効果を期待するならば、これら課題を

克服 して、互助の精神と起業家精神にもとつ くこの新 しいネットワーク、すなわちこの"し くみ"

の活用 を全社行動規範にしなければならない。

このためには、人事考課の見直 しも必要となる。従来、優秀な専門性を持つ人材ほど、情報を

評価 されることな く"出 す と損"と の意識が強い。 これを"出 さなきゃ損"と の風土に改革 しな

ければならない。 ビジネスにいかにつなげるかのアイデアな り情報を出せば、その個人が起業家

精神を発揮 した"発 信者によるプロジエク ト化能力"が 評価 されなければならない。発信者の情

報をいかに活用 したかを発信者にフィー ドバ ックし、又は掲示す ることによ り、"情 報 が活用さ

れたことへの満足感"、 さらに技術開発や商品企画等に関 し、いかに活用 されているかをクレジッ

トする"技 術 ・ノウハウ向上への貢献度"を 評価す ることが重要な事 となる。この場合、一次評

価者は 自部署ではな く、他部署となるため、総合的に評価体系を見直されなければならない。又、

人材ネッ トワークの構築にはパーソナルスキルの発信 と登録を自薦、他薦で行わせ る、例えば35

歳以上は個人スキル ・ノウハウ ・業務経歴を登録、2年 ごとに更新する、そ してパー ソナルスキ

ルの登録を個人評価の対象にす る等、諸方策が必要 となろう。

7)し くみ導入による波及効果

即応性の高い付加価値創造によるビジネスチャソスへの対応 と、真のマーケテ ィソグによる戦

略プロジェク ト化等、社内(時 には社外 も含む)総合力発揮を目的 としたrVSOPシ ステム」の導

入は、以下の波及効果が十分に期待できる。

1)グ ローバル情報ネットワークの整備による知識企業への転進

「VSOPシ ステム」は コソピュータ1人1台 の情報環境は言 うまで もな く、経営者 ・管理部門

から現場に至 るまでの全社大容量情報ネ ットワークを整備 し、マルチメデ ィア情報 などを必要に

応 じて自由に交換できるよ うに し、業務の効率化 と経営判断の迅速化を図るためのものである。

情報共有化を進めていけば 厂何を知っているか」ではなく、社外に対 してもイソターネッ トを始

めとす る国際的なネットワークを活用 して 「何を発信で きるか」が一人一人の社員 に求められる

ことになる。情報を発信 し続けるオープソで、 グローバルな企業としてのイメージが定着する。

ここでは、パ ソコソなどの日常化によりエソ ドユーザ コソピューティソグが定着 し、各社員が情

報及び情報機器をいかに使いこなし、新たな改善や情報発信を していけるかが競争力の鍵となる。

「知」の世界的研究が野中郁次郎によってなされてお り、プロジェクトは組織の革新 として"現

場の生 きた情報の発生の場"で あり、"暗 黙知の生産の場"で あることが判明 した[1.Nonaka

&H.Takeuch,1995]。 ゼロックス社の 「ユー レカ」 と 「ドキュ ・シェヤ」(18)と同様な効果が

ナレッジマネジメソ トとしての 「VSOPシ ステム」において享受できる。

2)lSOリ スクマネジメン トへの対応

日本政府からも原案が示 されているように、ISO(lnternationalOrganizationforStandardセation)

でもリスクマネジメソトが、国際的な基準として採 り上げられている。会社の業務すべてにおけ
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る リスク(例 えば、公正取引の阻害、産業廃棄物の廃棄、総会屋への便宜供与等か らセクシャル

ハ ラスメソ トに至 る違法行為や震災などの自然災害)が 会社の経営や存続に深刻な影響 を与えて

い るのが今 日である。 リスクマネジメソ トの概念は、従来、財務分野において、 リスクヘッジと

して行われていたが、投資家を始めとす るステークホルダーは、 このような リスクをあ らか じめ

防止できるようなシステム、つま り、恒常的なリスクマネジメソ トとして、 リスクの事前警報情

報の収集 ・分析 システムの整備を要求す るようになって きた。多方面から社内外の関係者がいろ

いろな業務 について、当該業務に関係す るしないは関係な く、絶えず リスク関連情報をターミナ

ルに伝達 ・警報できるリスク・コミュニケーショソ ・システムならびに リスク ・アセスメソ ト・

システムとして 「VSOPシ ステム」が威力を発揮す る。

3)国 際会計基準による経営情報の公開への対応

従来は、有価証券取引報告書などによ り、投資家へ経営情報が公開されているが、国際会計基

準に準拠 した不良債権や資産などの実態を必ず しも示 していない。「VSOPシ ステム」によって、

すべてのプロジェク トに関す る経営実態が鮮明にな り、資産の時価評価などにより経営の実態を

必要に応 じてプロジェク トベースで公開できるようになる。

4)企 画提案型営業の展開

社内外の人脈を活用 した初期情報入手のための人的ネッ トワー クシステムによる"時 代のニー

ズに合った企画提案型営業"を 常に実施することが可能となる。徹底 したデータマイニ ソグ(顧

客 ・社会データ分析)を行い、受注 レパー トリー制(19)のニーズ分析結果を 厂VSOPシ ステム」に

よって社内ネ ットワー クへ伝達する。 これは得意先情報のデータベースを共有 し、施工済みの営

業資産の組織的な活用である。建設物の設計 ・施工 ・運用に関わるライフサイクルの技術情報 ・

管理情報を文字 ・図面 ・画像 ・動画などのマルチメデ ィア情報として記録 ・保管 し、顧客のニー

ズを先取 りした迅速で的確な情報提供と、それによる顧客 との一体化 ・囲い込みを図る。また、

新規顧客の開拓のためのマルチメデ ィアプ レゼソテーシ ョソなどに活用できる。

5)高 度な専門知識を有する分野 ・工程ごとのスーパータレン トの活用

総合建設会社の競争優位とは、言 うまでもなく、これまでに蓄積 ・伝承 されてきた 「総合力」

である。総合力の中で技術研究開発部門が果たすべき重要な役割は、各技術分野 ・工程毎に深い

専門知識 と場数を踏んだ経験を有するスーパータレソ トを提供することにあるが、個々に分断さ

れていた専門領域を 「VSOPシ ステム」が学際的に結びつけることによって、彼 らの未活用領域

が乗数的に活用可能となる。スーパータレソ トとは、一言で言えば、国内外から一 目置かれ る存

在で、自企業はもとより競合他社をも リー ドす る技術者のことである。スーパータレソ トは、必

然的に、学界 との強いネットワークを有 し、産学連携分野の学会活動等において もリーダーシッ

プを発揮する存在となる。

6)ス ピーデ ィな重要技術研究開発戦略の展開

「VSOPシ ステム」によって、自部署や専門分野の評価 ・満足度以外 にプロジェク ト単位又は

市場ニー ズによる横断的な評価が加わり、顧客ニー ズ又はそれを先取 りした各蔀署 ・各分野のよ

り効果的なスキルの向上が果たせる。「VSOPシ ステム」のなかに多様 なキャリア ・パスが制度

化 され、技術研究開発部門を背負 う社員のキャリアの適性を30才 代前半までに見極めることがで

きる。40才 代後半以降では、 スペシャ リス トとプロジェク トマネージャーの棲み分けを行 う。技

術研究開発において競争を勝ち抜 く鍵は、競合相手 に先ん じてデファクト・スタソダー ド的な新

技術を確立す ることであ り、スピー ドが勝負である。「VSOPシ ステム」によって、すべてを自
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社開発するのではなく、外部から専門要素技術を調達 して組み込む戦略の展開が可能 となる。

7)全 社的情報ネッ トワークによる情報化施工の推進

建設業の協力会社(い わゆる下請)に よる施工は"ア ウ トソーシソグ"そ のものであるといえ

るが、rVSOPシ ステム」の活用は、国内外を問わず、最 も効率のよい設計活動を行 う設計の国

際分業体制の確立をも意味するし、施工 レパー トリー制による全社的なスペシャリス トが競合他

社 との差別化のために活用でき、各現場で必要な人的、技術的情報がただちに入手で きることで

もある。調達業務においても従来の取引関係に拘らずオーブソな調達によ り、コス ト低減が可能

になる。

8)顧 客優先のフラッ トな管理組織で変化にフレキシブルに対応

現状の総合建設会社の組織はいわば作る側の論理により、営業 ・設計 ・見積 ・施工 ・サー ビス

とい うように縦割 り組織を形成 し、効率中心の業務の進め方になっている。そのため、プロジェ

ク トの ごく初期の段階では顧客の期待がどこにあるのかは見え難 く、顧客がなにを欲 してい るの

かさえ明確でないのが通例である。悪 いことには顧客の気まぐれな意向に振 り回され、その度に

無駄な業務や時間 ・コズ トをかけ、顧客からそれらは要求 している成果物でないとい う手直 し・

手戻 りが頻繁に生 じている。そこで、組織の硬直性を打破 した、顧客に対 して一元的に責任を負

うrVSOPシ ステム」が構築物のライ フサイクル全般にわた り顧客満足度を最 も高め られる組織

とな りうる。パソコソ ・サーバ環境の整備により容易に関係者間のネットワーク環境を構築でき

るし、VSOPシ ステムのグループウエアソフ トの開発で、あらゆる場所か らデータベースの共有

化が容易に出来 るようになる。データの共有化により中間管理職の役割が見直 され、組織はフラッ

ト化 される。その結果として、権限と責任がより明確 とな り、業務はシソプルになり、スピー ド

ア ップされる。「VSOPシ ステム」 によるプロジェク トマネージャーは設計、施工の知識は もち

ろん営業的なセソスを兼ね備えた、いわばスーパー タレソ トとなる。

9)コ アコンピタンスの外部追求

rVSOPシ ステム」の運用過程で社外 との共働やネ ットワークを整備することにより、あ らゆ

ることを社内で解決する風潮を打破でき、世間相場を理解 し、イソハウスで蓄積又 は向上すべき

事項 と社外に依存すべき事項を明確化(コ ア ・アウ トソーシソグ化)す ることになる。一般的に

は丶 アウ トソーシソグは事務管理的な仕事や工事管理的な仕事のうち、 コアコソピタソスに直接

寄与 しない部分の効率を高めるとともに

業務量の変動にフレキシブルに対応で き

るようになるための経営手法 と理解 され

ているが、ネットワークによるコア、・ア

ウ トソーシソグが固定的な組織間関係で

濠い流動的な関係(図1)(20)を 追及す

るコアコソピタソスの外部追求(社 内に

あらゆる専門家を抱 えることな く、社外

の経営資源、例えばコソサルタソ トや研

究機 関の活用)を 可能 とす る。(起 稿

2000●07.07)
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(注)

01:こ の組織は技術プロセスの改善や向上が容易であるという長所があるものの、プロジェク ト

マネージャがかな り有能で、大 きな権限を持っていないと、部門長が自部門に関連するプロジェ

ク トに対 して全ての決定権を自分に集中 し、自部門の損得をプロジェクトよりも優先 して しま

いがちである。

02:1980年 代の米国でM&Aを 積極的に活用 した事業手法の展開が リス トラクチャリソグであっ

たが、個々の事業経営自体については不十分の展開であった。 さらに、 日本企業を手本に した

バ リューや クオ リティといった考え方が高品質を保証する現場における改善への取 り組みを重

視することになったが、事業経営には高い成果をもた らレていなかった。米国企業は1990年 代

になって、事業単位でな く事業運営 自体の ビジネス ・プロセスを抜本的に変革 し、ビジネス基

盤の強化を図る経営手法をBPRと 呼称 した。

03:NTTで は入社10年 未満の若手社員の中から、地域 ・部署 ・職種不問で公募 した100人 にパ

ソコソを与えてネ ットワーク仮想企業を94年 秋に計画、95年 春に発足、96年 秋にはメソバー

1500人 ・月間10万 件を超える電子メールによる、興味と意欲を同じくするメソバーが絶 えず集

まり、また組み替って常時約80も のプロジェク ト活動がネ ットワー ク上で進行 している[高 木・

長戸、1997:18-21]

04:こ の組織は機能中心型組織 と対極の関係 にあるもので、プロジェク トメソバーの任命はプロ

ジェクトマネージャの要請により行われ、 プロジェク トマネージャに経営資源の選択権、拒否

権が集中する

05:現 在の システムは、プロジェク ト毎にWEBを 立ち上げ、そこへ業務の現場で発生 した知識

を蓄積、活用す るために、 日報、議事録、設計書、提案書、メール等をフォーマットを統一 し

ないで入れておき、全社的にそれらを活用する。[記 録管理学会、2000:7]

06:グ ループウエアをプラットホームに全世界約5万 人の コソサル タソ トが互いに情報や ノウハ

ウを共有 し、短期間で高品質の情報提供や コソサルテソグを可能にするのが 「ナレッジエクス

チェソジ(KX)」 である。KXに は約150の コミュニティー ・オブ ・プラクティス(COP)が

結成され、世界中の コソサルタソ トの持つ様々な情報や事例がテーマ ごとに分類 ・整理 され、、

その情報に付加価値 をつけた り、そこから普遍的なルールを導 き出す ことで 「知識」へ と昇華

させ、様々な課題解決に役立てられている。[日 本経済新聞,1999・5・28]

07:社 会的な影響の大 きさから、倒産することはあり得ない と信 じられていた株式市場一部上場

の中堅建設業者(ゼ ネコソ)3社 が、相次いで会社更生法を申請 し、そのほかにも大手を含むゼ

ネコソ数社が実質的な銀行の管理下にあった り、投資家 ・取引先の倒産に対する不安感を払拭

するため、生き残 り経営再建計画を多 くの建設会社が策定を余儀な くされた。

08:官 公需法では1985年 以降、官公需総予算額の40%を 中小企業(資 本金1億 円未満)向 け契約

目標額 とす ることで、その達成に各官庁が努力することも大 きく寄与 して、建設業許可業者数

は毎年増加 していた。

09:主 な理由は①景気淫揚と国際収支の黒字減 らしのため内需拡大を目的 とする公共投資の増大、

②銀行が不良債権を表面化させずに利子補給などの姑息な手段で破綻を先延ば ししてきた こと、

などであ り、かろうじてゼネコソは、内実はともかく表面的には経営破綻を免れている。

10:具 体的には、①土地本位神話を盲信 した造注 目的の土地への投資、②公共投資を巡る政官財

の癒着構造、③官の規制 ・保護による競争の排除、④公正な競争を妨げる建設業の談合体質、
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⑤ 不透 明な価格形成 に よ り、国際 水準 か ら30%以 上 高い とい われ る価格 、⑥ 元請 けか ら下請 け

に至 る重層 下請 けの ピラ ミッ ド構造 、⑦発注 者 と請負 者、元請 け と下請 け との片務 的な有形 ・

無形 の契約 内容、⑧係争 を嫌 い物事 を 明確 に しない島国共同体的体 質、⑨組織率 が低 く、社会

的地 位 の低 い建 設労働者 、⑪58万 社 とい われ、大部 分(90%以 上)が 小規 模 な(資 本 金1000万 円

以下)建 設業 者、⑫会 社の経 営チ ェッ ク機構 の不備(多 い同族 会杜 や取締 役会 の形 骸化)、 ⑬ 経

営 内容 の非 公開や粉飾決 算の 日常的 、制度的 な横 行、⑭ 発注者 か らの過度 なサー ビス要 求 に よ

り肥 大化 した研究 ・開発部 門や本社管 理部 門、⑮ 景気 の動 向や仕事 の量 に比例 しな い硬 直的 な

人員 ・組織 、⑯ 中小企業 や地場 産業 の保護 に名 を借 りた経 済的 に不合理 な発注形態 、⑰産 業廃

棄物 処理、紛争 処理 に基 づ く闇の社会 との繋 が り、等 であ る。 これ らは これ までの 日本経 済 の

発展過 程で形成 された ものや 、旧来 か ら慣習的 に行 われて きた ものであ り、右肩上 が りの戦後

の成長経済 を支 えて きた仕組み でもあ るが、世界の ボー ダー レス化や経済 の低成長 ・成熟化 で、

近 い将 来建設投 資が半減す る よ うな状 況下で は、 もはや維持 で きない旧態依然の硬 直 した建 設

産業 の構 造的 な問題 とい える。

11:こ こで言 う、建設業の グローバル ・ス タソダー ドは、① 出来 るだけ 自由な市場 に よ り競争 原

理 が働 く仕組 み、② 公共工事 に対 す る納税 者や地域 住民 の監視 、③契約 による当事 者の対 等な

関係 の形 成、④株 主や従業員、発注 者 な どの ステー クホル ダーを重視 した経営、⑤経 営内容 の

公開 や国際会計基 準の採用 によ る投 資家 の保護、⑥価 格形成 の透 明性 の確保あ るいは競 争 の保

証 、⑦ 発注者 の ニー ズ に応 じたBOT,PM/CMな ど の多様 なサー ビス、⑧ 環境問題 へ の対 応 、

⑨社 会奉仕 など地域社 会への貢献 、⑩ リス クマ ネ ジメソ トによ る企業活 動の健 全化 、等 、世界

市場 におけ る共通 の約束 事:やル ールで あ り、 これ まで建 設業 の国際化 で言われてい る海外 工事

の比 率 を増加 させる こととは根本的 に異 な る。

12:ISO10006の 位 置づ けは、 あ くまで もISO9000の 品 質 マ ネ ジメ ソ トプ ロセスの補完 で、"品

質 マ ネジ メソ ド と"プ ロジ ェク トマ ネ ジメソ ト"を 同等 に扱 ってい る。 また、プ ロジ ェク トマ

ネ ジメソ トに関す る手法 や方 法論で な く、企 業に おけ る次の10の プ ロジ ェク トマネ ジメ ソ ト・

プ ロセ スを適用 す るた めの ガイ ドライ ソと して記 述 されて い る。 ① 戦略 プ ロセ ス(Strategic

Process)② 相 互依存性 の プ ロセ ス(1nterdependenciesManagementProcess)③ ス コー プ

関 連 プ ロセス(Scope-relatedProcess)④ タイ ム関 連 プ ロセス(Time-relatedProcess)⑤ コ

ス ト関 連 プ ロセ ス(Cost-relatedProcess)⑥ 経 営 資 源 関連 プ ロ セ ス(Resource-related

Process)⑦ 要 員 関連 プ ロセ ス(Personnel-relatedprocess)⑧ コ ミュニ ケー シ ョソ関連 プ ロ

セ ス(Communication-relatedProcess)⑨ リス ク関連 プ ロセ ス(Risk-relatedProcess)⑩

購 買関連 プ ロセス(Purchasing-relatedProcess)

13:「 コ ダック、モ トロー ラ、 ゼネラル エ レク トリック、 ロ ッキー ド、マ ク ドナル ド、IBM、 ジ ョ

ソソ ソ、IT&T,ARBな どの先進 企業 は 、企 業 レベ ルで プ ロジェ ク トを とらえ、企 業全体 最適

の もとに企 業戦略 を達成 す るための プ ロジェク トマネ ジメ ソ トを実践 して成功 を収 め、企 業競

争 力 を向上 させ てい る。 デ ロイ ト トー マ ツで はエ ソター プ ライ ズ ・プ ロジェク トマ ネジ メソ ト

(EPM:EnterpriseProjectManagement)の 実 施 に よ り1年 間 に44%(1995-1996)も の増 収

を実 現 した と報告 されてい る。」[芝 尾,1999:13]

14:有 期 性 とは全て のプ ロジェク トには 明確 な開始点 と終 了点 があ ることを意味 して いる。 独 自

性 とは プ ロジェ ク トが創 出す る成果物 や サー ビスが、あ る部分 で他 と類似 性はあ って も、,基 本

的 な点 で唯一 無二で あ る。[エ ソジニ ア リソグ振興 協会、1997:2コ
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15:「 コラボ レー シ ョンとは専門 の経験 の異 な る人 たち,企 業 が新 しいモ ノを創造 す るた めの プ

ロセスを共有 し、新 しい発見 を し、創造的 成果 を生み 出す活 動 と定義 され、 この活動 を実践 し

て い くため には適切 なマネジ メソ トが必要 にな って くる。 マネ ジメ ソ トの基 本 はメソバー個 々

の力量 、キ ャラクター を十分 に把握 し、 メソバーを有機的 に コー デ ィネー トす ることであ る。

新 しい もの はゼ ロか ら生 まれ るものでは な く、 これ まで積 み重 ねて きた知識 や経験の上 に新 た

な視点 が加わ ることによ り創造 され る。 した が って,そ のたあ には第4の 経 常資源で ある情報 を

積極 的に オー プソに して 、誰 で もが利 用 で きる よ うに して い くことが欠かせ ない。」[原 田 ・

山崎 、1999:159]

16:水 平 展開 とは 「A現 場 で、今 日、 こ う した工法上 の工夫 を した ら うま くい った こ とを、B現

場 に移転 す る」 であ る。

17:日 本 能 率協会所属 の ある コソサル タソ トグル ープは 自 らを コラボ レー ター とみ な し、 以下 の

6つ の役割 の発揮 に努 めて いる。1)新 た な発見 を必要 とす る場 面で最適 な専 門家を選定 し、

参画 をア レソ ジす る2)異 質 な専 門家 の間の溝 を埋め るための支援 をす る3)議 論 の場 を

コーデ ィネー シ ョソす る4)メ ン バー の頭 にあ る経験則 ・固定 観念 を打破 す るよ う刺激 す る

5)必 要 な調査活動 を取 りまとめる6)メ ソ バニの平等、対 等 な関係 を保 つ よ う支援 す る。

[奥 山 ・青木 ・田中、1995:26-27]

18:ユ ー レカ は、 フラソスのゼ ロックス社で スター トした複写機 の保守 サー ビス ・ノウハ ウの共

有 システムで あ る。 保守 サー ビスに必要 な ノウハ ウは多種多様 で あ り、 サー ビス技術者 は各 自

で マニ ュア ルに載 って いない現場 の ナ レ ッジ(Tips:ち ょっ と した コツ等)の メモ を もち歩

い ていた。 またサ7ビ ス技術者 にと って重要 な現場 の ナ レッジ交換 の場 は、仕 事か ら戻 った後

の コー ヒー コー ナー な どで の手柄 話 の交 換 で あ った。 そ れ を観 察 したPARC(XeroxPalo

AltoResearchCenter)の 研 究者 が、 ロー カル な現場 の ナ レ ッジを登録 して グ ローバル に共

有 し、活 用す るため に作 った システムがEurekaで あ る。一 人一台 の ノー トPCを もつサ ー ビス

の技術者 は、新 たに登録 され た現場 の ナ レ ッジをBBSシ ス テムか らダ ウソロー ドして現場 に 向

か う。 これ に より、保守 サー ビスの現 場で の検索 が可能 にな り、 また新 たな現場 のナ レッジの

登録 は仕事 が終 わ って か ら自宅 で行 うこと も可能 にな った。登録 され た現場 のナ レッジは、 プ

ロダ ク トリー ダーた ちによって評価 され る。 そ して、その問題 に対 して これまでの最良 の方法

と判断 された現場 の ナ レッジだけが システ ムに登録 され、世界 中か らア クセル可能に なる。 さ

らに、現 場 の ナ レッジを実際 に利 用 した情報 受益 者 は、厂良か った/悪 かった」 とい う簡 単 な

評価 を加 え登録者 に フ ィー ル ドバ ックす る ことがで きる。 この実践 は、 まず 、 ミニテル(電 話

回線 を利 用 した情報提 供 サー ビス)の 普及 して いた フ ラソスにおい て、技術者約1,500名 で 開

始 された。」[ア ーサー ア ソダーセ ソ ビジネ ス コソサル チ ソグ、1999:138-140]「 ドキ ュ ・シェ

ヤ はイソ トラネ ッ トベー スで知識共有 を図 りた い と思 う機械工学 、化学、物理学 の研 究者 が 自

由にサイバー空間上 に コミュニテ ィを創 り、そ こで研究業務 に必要 な コソテ ソツを共有 で きる

よ うに した仕組 みで ある。」[野 中 ・紺 野、1999:94-95]

19:「 各 種 の建物 を、 用途別 に分 けて取 り扱 うや り方 が"レ パー トリー制"で あ る。 これ は産業

分 野別や三 井系、住 友系 などの くく り方 と異 な り、建物の レパー トリー、す なわ ち"事 務 所 ビ

ル"肝 工場等生産 施設""ホ テ ル"と い った 商品そ の もので営業活 動 を行 う・ものであ る。 で きる

限 りの商 品知識 を備 えて営業活 動 にあた る ことが、受注 に至 る近 道 の一 つで あ る。」[三 木、'

1999:370]
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20:「 自社 の コアのみ な らず、多 くの外部企業 の持 つ資源 を、あたか も自社 の コア資 源の よ うに

位置 づけ、 ネ ッ トワー クを活用 した ビジネ ス展 開を行 な うことが期待 され てい る.こ の際 の外

部企 業 との関係 がま さに コラボ レー シ ョソで あ り、 ここにおいては、 ア ウ トソー スす る企業 も

また アウ トソー サー もともに コラボ レー ター とい う性格 を持 ちは じめて いる。 そ して、 この こ

と こそが、 ま さにア ヴ トソー シソ グか ら コーデ イネー シ ヨソへの コラボ レー シ ョソの進 化で あ

る。 ここでは、 コア ・ネ ツ トワー クの バー チ ャル.コ ー ポ レー シ ョソが誕生 して お り、 ネ ッ ト

ワー ク自体 が競 争主体 と して存 在す る よ うに もな って、そのた めには、 このネ ッ トワー クを マ

ネジ メソ トす る方法の確立 がおおい に期 待 されて くる。 そ うなる と、組 織 と組織 、 あるいは個

人 と個人 を結 ぶ ことで、 いわゆ る付加価 値 を創 出す る よ うなプ ロデ ュー スカ が不 可欠 にな って

くる。 また、今後 の競争力の維持 に向けては、 ネ ッ トワー クを編集す る能力 が必要 になって、

この ような機能 を担 うべ き コラボ レー ター こそ が組 織 問関係 を重視す る経 営 にと って は前提 条

件 にな って くる。 この よ うな考 え方 こそが、資源 の 内部化 を実現 して、 そ して非所 有 によ って

所有 がで きるとい う、 まさにデ ジタル ・エ コ ノミー にふ さわ しい戦略対応 の特徴 なので あ る。

こ うして、 コア ・コソビタソスの ゴー イ ソグ ・コソサー ソに向けた経営環境 の整備 が行 なわれ

てい く。 この よ うな考え方が、 コア ・コソビタ ソスの外部追 求 とこれ に よるコア ・ネ ッ トワー

クの実現 とい う、 いわば持 た ざる経営 を積 極的 に展 開す るための前提条 件 なので あ る。」[原

田 ・山崎、1999:14-15]
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